
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

千円

国　庫 分担金
支出金 負担金

現　計
予算額 2,446,201 0

補　正
要求額 112,610 0

112,610 0

205,000

205,000 0 0 91,000

２ 要 求 内 容

 土木施設災害復旧費

205,000１ 事 業 費  補正要求額 千円)(現計予算額： 3,829,573

支出科目 款：災害復旧費　項：土木施設災害復旧費　目：土木施設災害復旧費

 ＜財源内訳＞

財 源 内 訳

事 業 名

0 0 91,000

（１）要求の趣旨（現状と課題）

1,390

1,390

災害復旧費（公共事業）
　被災した公共土木施設（道路、河川、砂防施設等）を、国の補助を受け復旧する。
　〇道路橋りょう災害復旧費
    土砂崩れにより道路が通行できなくなった場合などの、道路や橋の復旧。
　〇河川災害復旧費
    大量の雨により河川の水量が増え堤防が壊れた場合などの、堤防や護岸の復旧。
　〇砂防災害復旧費：土砂流を防ぐ砂防えん堤が壊れた場合などの、砂防施設の復旧。

決定額

県土整備部　砂防課　災害対策係 電話番号：058-272-1111(内3747)

E-mail：c11653@pref.gifu.lg.jp

（２）事業内容

0

別紙２

使用料 財　産区  分

手数料

0 0 0 1,174,000

事業費

3,829,573

寄附金

0

一　般
財　源

209,372

予 算 要 求 資 料

令和４年度９月補正予算

0

0

収　入
その他 県　債

0

 毎年、梅雨前線による豪雨や台風などの自然発生により、道路や堤防などの公共土木施
設に被害が発生している。これらの公共土木施設は県民の生活を支える重要な社会生活基
盤であり、いったん被害が生じた場合は、速やかに復旧することが必要である。
　令和４年においては、３月、４月、７月に災害が発生し、その災害により被災した施設
を速やかに復旧するために、７月までに発生した災害の被害額及び過去５年間の８月以降
の被害額を参考に、今年度の必要な予算を要求する。



（３）県負担・補助率の考え方

  道路橋りょう災害復旧費

　災害復旧調査費

 災害復旧調査費 現年災 

決定額の考え方
　

公共事業

「公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法」により、公共土木施設の災害復旧事業の２／
３（０.６６７）を国が負担することと定められている。

３ 事業費の積算 内訳

単独事業

18,450

31,550

205,000

173,450

事業内容

155,000

事業内容の詳細金額

 現年災

 現年災

合計



（県単独補助金除く）

□

■

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

事業開始前 R2年度
(R ) 実績

65.7%

○指標を設定することができない場合の理由

令
和
２
年
度

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

100.00%

（これまでの取組内容と成果）

・公共土木施設の早期復旧を推進することにより、県民の生命、財産の安全及び
物資運搬等のライフラインを確保している。
　

令
和
３
年
度

令和５年度当初予算にて追加

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

令
和
４
年
度

令和６年度当初予算にて追加

目標 目標 (R5) 達成率
指標名

R3年度 R4年度 終期目標

②令和３年発生災害復
旧率（事業費） 85.0% 99.0% 100.0%

①令和２年以前発生災害
害復旧率（事業費） 92.6%

③令和４年発生災害復
旧率（事業費） 85.00% 99.0%

（目標の達成度を示す指標と実績）

事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

１ 事業の目標と成果

（事業目標）

　災害により被災した公共土木施設（道路・河川・砂防施設）を災害発生後３年以内
で復旧する。



・事業が直面する課題や改善が必要な事項

組み合わせて実施する理由
や期待する効果 など

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか
　公共土木施設の早期復旧を推進することにより、県民の生命、財産の安全及び物資
運搬等のライフラインの確保に努める。

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
組み合わせ予定のイベント
又は事業名及び所管課 【○○課】

（次年度の方向性）

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり
　２：期待どおりの成果あり
　１：期待どおりの成果が得られていない
　０：ほとんど成果が得られていない

(評価) 　国の指針では災害発生後３年以内で復旧することを目標としているとこ
ろ、ほとんどの箇所では２年以内に復旧している。

３

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

（特になし）

２ 事業の評価と課題

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

(評価) 　複数の災害箇所に対する復旧工事を、まとめて一つの工事として発注する
ことで諸経費を削減するなど、効率的な復旧事業の推進に努めている。

２

（今後の課題）

(評価) 　県民の生命・財産の安全及び物資運搬等のライフラインの確保のため必要
である。

３


